











































































455 号（2018 年・平 30 年）144 頁、豊田兼彦「判批」『平成 30 年度重要判例解説』
（ジュリスト 1531 号）（2018 年・平 30 年）148 頁以下、稲垣悠一「判批」『専修大

































































































4）　例えば、大判昭和 9・11・26、朝高院判大正 3・11・5、名古屋高判昭和 25・3・
20、長崎地佐世保支判昭和 33・5・30 など。



























































8）　豊田兼彦「被害者を利用した間接正犯」『刑法雑誌』57 巻 2 号（2018 年・平 30 年）
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10）　振津隆行「自殺関与罪と殺人罪の限界」『刑法判例百選』［第 4 版］（1997 年・
平成 9 年）7 頁。
11）　稲垣・前掲注 2）79 頁以下。
12）　神山敏雄『不作為をめぐる共犯論』（1994 年・平 6 年）555 頁以下、623 頁以下。
13 ）　Armin Kaufmann, Die Dogmatik der Unterlassungsdelikte, 1959, S. 195ff.; 
Roxin, o. Fn 9）, §25, S. 99.; Schönke/Schröder/Heine/Weißer, Strafgesetzbuch, 
Kommentar, 30. Aufl., 2019, S. 530. 
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15）　神山・前掲注 12）630 頁、日高義博「不作為犯と共犯」『法学セミナー』333 号（1982
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17）　団藤重光『刑法綱要』［第 3 版］（1990 年・平 2 年）155 頁、大塚仁『刑法概説
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法総論』（2015 年・平 27 年）238 頁以下、西田典之（橋爪隆補訂）『刑法総論』［第
3 版］（2019 年・平 31 年）350 頁以下、高橋則夫『刑法総論』［第 4 版］（2018 年・
平 30 年）436 頁以下など。
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本問題』（1982 年・昭 57 年）333 頁以下、前田雅英「不作為と共犯」『法学教室』
150 号（1993 年・平 5 年）23 頁、山中敬一「不作為犯と作為犯の共犯関係」『関西
大学法学論集』58 巻 4 号（2008 年・平 20 年）477 頁など。
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亡させた大阪高判平成 13・６・21がある。当事案は、作為による実行行為
者に不作為で関与した点で、不作為による実行行為者に作為で関与する本事
案とは状況を異にする。いずれにせよ、そもそも作為者と不作為者との間で
共同正犯が成立しうるとすれば、その理由について立ち入った説明を要しよ
う。
Ⅳ．おわりに 
本判例は、母親との関係では、第三者の妄信状態を利用した間接正犯の形
態を正面から認めた点に独自の意義を有し、その結論自体は基本的に支持し
うるものであるが、従来の判例と同様、間接正犯の正犯性について多義的・
比喩的な「道具」という表現による基礎づけを脱しえておらず、具体的な説
明を欠いたままである点で、なお課題が残る。これに対して、父親との関係
では、被告人との間で実質的に一方的な支配・利用関係が見受けられるにも
かかわらず、間接正犯ではなくもっぱら共謀共同正犯の成立のみを認めた点
で、結論・理由ともに支持しえない。
